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0. 序
本稿の目的は，サービス経済化と言われる過程の諸側面の中，広義のサービ
ス業（第三次産業）とその他の産業（第一，及び第二次産業）との投入・産出関係の
側面に絞って分析することであるが，材料も分析内容も限られている。この点
を具体的に述べることから始めるのが適切だろう。まず，デークとしては，利
用しやすいものとして〔 1〕, 〔2〕，⑬〕，〔4〕, 〔5〕を，できるだけ手を加
えず使う。分析手段は， 宮沢健一氏によって開発され， 以来多くの著者に利
用されているレオンチェフ逆行列の「内部乗数」と「外部乗数」への分割であ
る1)。
本稿の構成は，次のとおりである。まず， I章で，中間需要と中間投入の産
業構成を概観する。 JI章では，第三次産業の感応度係数と影響力係数を分析す
る。前者は，すべての部門に対する最終需要によるある部門での誘発生産，後
者は，ある部門に対する最終需要によるすべての部門での誘発生産に関わる。
Il章では， 第三次産業の「内部波及率」を分析する。 これは，自部門（第三次
産業）への最終需要による誘発生産の分割に関わる。 IV章では，他部門（第一，及
び第二次産業）への最終需要による誘発生産額の割合を見る（「他部門乗数」）。最
後に， V章では誘発生産額の変化を決定要因ー「内部乗数」，「外部乗数」，「他
部門乗数」，最終需要の寄与に分解，分析する。
＊本稿作成に際し， 1993年度学部共同研究費を利用した。また，計算には SAS(Sta-
tistical Analysis System)を使用した。
1) Miyazawaけ）参照。最近の適用例として， たとえば， 宮沢〔8), 〔9), 長澤
〔6)。長澤〔6〕は，本稿の土台となった。
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手順としては，まず〔 1〕を利用して，日本について時経的変化を見る(1951-
85年）。その結果を念頭に置きながら，〔2〕，〔3〕● 〔4〕, 〔5〕を利用して，
日本がどの程度特殊かという観点から他国と比較する（何れも， 1985年）2)。
I. 中間需要，中間投入における第三次産業の割合
1. 日本 (1951-85)の場合
経済全体の中間需要，及び中間投入に占める第三次産業の割合を，他の主な
変数ー最終需要，国内生産額，付加価値に占める第三次産業の割合と比較する
ことから始めよう3)。まず，日本の時経的変化を概観する。結果は，図 I-1
にまとめることができる。
図I-1より，次のことが明らかである。
(1) どの変数についてみても，第三次産業の割合は上昇している点で同じで
ある（サービス経済化の進行）が， その水準， 及び上昇の程度には， はっき
りした違いがある。すなわち，
(2) 中間需要，中間投入のグループは，その他の変数のグループと著しく異
なり，第三次産業の割合は，水準も上昇の程度も低い。二つのグループ内
では第三次産業の割合の水準は異なる（中間需要では中間投入の場合より高い）
が，上昇の程度は，ほぼ同じである。
(3) 付加価値における第三次産業の割合は，最も高い。
中間需要，及び中間投入における第三次産業の割合を部門別に（第一，第二，
及び第三次産業に分けて）見よう。（図I-2参照。）第三次産業では，中間需要，及び
中間投入に占める第三次産業の割合が，他産業（第一，第二次産業）の中間需要，
及び中間投入に占める第三次産業の割合に比し，高いことが明白である。その
変化（上昇）の程度も， 期間全体では他産業の場合に比し大きいことがわかる。
と，同時に，第一，及び第二次産業が第三次産業の中間需要に占める割合
2)これは， 国際産業連関表の本来の趣旨には沿わないが，利用しやすい材料として使
う。良永〔11〕は，国際産業連関表の本来の趣旨に沿った分析である。山田〔10〕は，
産業連関表を利用した，より一般的な国際比較。
3)第一，第二，及び第三次産業の定義については，末尾の付表を参照。
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は，（第一，及び第二次産業の中間需要については，もちろん）第三次産業が第三次産
業の中間需要に占める割合より高いことも分かる。 また， 中間投入について
は，第一，及び第二次産業が第二次産業の中間投入に占める割合は，第三次産
業が第三次産業の中間投入に占める割合より高いことも分かる。
2. 国際比較 (1985)
では，主要な変数について，第三次産業の占める割合のパターンを，他の国
と比較しよう。（図1-3参照。）一見して，各国に共通のバターンがありそうで
ある。これを，次のようにまとめることができる。
(1) 中間需要，中間投入に占める第三次産業の割合は，他の変数の場合より
低い。（中間需要は，中間投入より高い。）
(2) 付加価値における第三次産業の割合は，最も高い。
(1), (2) とも，日本の場合 (1951-85)と同じパクーンである。最後に，
(3) アメリカ，及びドイツでは，すべての変数において第三次産業の割合が
日本より高い。
中間需要と中間投入について，部門（第一，第::.,及び第三次産業）別に細かく
見よう。結果は，図 I-4, 5にまとめることができる。
どの国についても，中間需要，中間投入どちらについても，第三次産業が第
三次産業に占める割合は，第三次産業が他の産業に占める割合より高いことが
明白である。他方，第一，及び第二次産業が，第一，及び第二次産業の中間需
要，中間投入に占める割合は，第三次産業が自部門の中間需要，中間投入に占
める割合より高いことも明白である。これも， 日本 (1951-85)に関する結果と
同じである。
より細かい部門分割 (43, 日米表の場合は， 46。以下，同様。）の場合について，
各国間の違いを見てみよう。（表1-1, 2参照。）表I-1,2のように，中間需
要及び中間投入に占める第三次産業の割合には，各国間に強い正の相関があ
る。（ただし，日•仏間の中間需要については条件が付く。表 1-1 参照。）中間需要，及
び中間投入に占める第三次産業の割合は，部門と対応していることが分かる。
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1-3 中間需要，最終需要，国内生産額，中間投入，付加価値に占める
第三次産業の割合（国際比較， 1985)
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図1-4 中間需要に占める第三次産業の割合の産業間比較（国際比較， 1985)
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図1-5 中間投入に占める第三次産業の割合の産業間比較（国際比較， 1985)
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表1-1 中間需要に占める第三次産業の割合の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=43(46)
イギリス フランス ドイツ アメリカ
ピアソン 0.76416 -0.05282 0. 87199 0. 71956 
0.0001 0.7366 0.0001 0.0001 
スピアマン 0.79840 0.68388 0.87009 0.70048 
0.0001 〇.0001 0.0001 0.0001 
表1-2 中間投入に占める第三次産業の割合の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=43(46)
イギリス フランス ドイツ
ピアソン 0.76856 0.79933 0.79687 
0.0001 0.0001 0.0001 
スピアマン 0.58829 0. 71036 0.59212 
0.0001 0.0001 0.0001 
I. 第三次産業の感応度係数と中間需要率，
及び影響力係数と中間投入率
アメリカ
0.50078 
0.0004 
0.63232 
0.0001 
1. 日本 (1951-85)の場合
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各部門について，中間需要／国内生産額を中間需要率，中間投入／国内生産
額を中間投入率と定義しよう。 1章で見たように，経済全体の中間需要，及び
中間投入に占める第三次産業の割合は，経済全体の国内生産額に占める第三次
産業の割合より低い。ということは，第三次産業の中間需要率，及び中間投入
率は，他の産業（第一，及び第二次産業）より低いということである4)。他方，定
義より，感応度係数と中間需要率，影響力係数と中間投入率には強い正の相関
があると予想するのは自然だろう。では，第三次産業の感応度係数と影響力係
数は，他の産業より低いはずであるが，どうか。これを確かめることから始め
4)中間需要を I,国内生産額を Pと書き，添え字 T, A でそれぞれ第三次産業，全産
業（第一次産業＋第二次産業＋第三次産業）を表すと，
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日本について。（表Il-1参照。）
表Iー 1のように，影響力係数と中間投入率には，予想を上回るほど強い相
関関係がある。他方，感応度係数と中間需要率の相関関係については，影響力
係数と中間投入率の場合に比し弱く（特に， ピアソン），二種類の相関係数の違
いが大きく，且つどちらの相関係数の場合も，傾向的に低下していることが印
象的である。この経済的理由は何か？ 差し当り輸入の処理の影響が考えられ
る。（逆行列のタイプの問題）この限りでは特に問題はないが，感応度係数と中間
表ll-1 感応度係数と中間需要率，影響力係数と中間投入率の相関関係
相関関係／有意確率／標本数=46
感応度係数 ， 
ヒ゜アソン スピアマン
影響力係数
ヒ°アソン スピアマン
1951 
1955 
1960 
?????
1965 
1970 
1975 
1980 
1985 
0.40392 
0.0054 
0.45140 
0.0016 
0,36607 
0.0123 
0.20848 
0.1644 
0.01803 
0.9053 
-0.10419 
0.4908 
-0.10641 
0 . 4815 
-0.11478 
0.4475 
0.73946 
0.0001 
0.65746 
0.0001 
0.66220 
0.0001 
0.58160 
0.0001 
0.58850 
0.0001 
0.51156 
0.0003 
0.48689 
0.0006 
0.37638 
0.0099 
?????
1951 
1955 
1960 
1965 
1970 
1975 
1980 
1985 
0.92022 
0.0001 
0.93243 
0.0001 
0.94841 
0.0001 
0.92893 
0.0001 
0.91053 
0.0001 
0. 82811 
0.0001 
0.80235 
0.0001 
0.84930 
0.0001 
0.92991 
0.0001 
0.89047 
0.0001 
0.91341 
0.0001 
0.90034 
0.0001 
0.88986 
0.0001 
0.81315 
0.0001 
0.78464 
0.0001 
0.80956 
0. 0001 . 
迄戸＝ むH 位一社
Pr PA-Pr 的 (PA-Pr)IA P) 
中間投入についても，同様。
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表直ー2 感応度係数と中間需要率の相関関係（除：「 5石油•石炭・天然ガス」部門）
相関係数／有意確率／標本数=45
感応度係数
ピアソン スピアマン
1951 
1955 
1960. 
?????
1965 
1970 
1975 
1980 
1985 
0.39424 
0.0074 
0.46418 
0.0013 
0.42608 
0.0035 
0.39638 
0.0070 
0.36018 
0.0151 
0.32497 
0.0294 
0.34226 
0.0214 
0.30586 
0.0410 
0.73645 
0.0001 
0.66072 
0.0001 
0.67989 
0.0001 
0.62026 
0.0001 
0.65268 
0.0001 
0.59723 
0.0001 
0.56535 
0.0001 
0.45296 
0.0018 
需要率の相関関係，特にビアソンは他の場合との違いが非常に大きい。実際に
は，「 5 石油•石炭・天然ガス」部門の異常さが際だっているので， とにかく，
それだけを除いた場合の結果を見ると，上述の特徴自身は変わらないが，異常
さはなくなる。（表Il-2参照。）この点については，後に他の国と比較するとき
注意しよう。
次に，平均と標準偏差に注目すると，表Il-3のように，産業部門間の違い
は明白である。表 Iー 3は，次のようにまとめることができる。
(1) 影響力係数については，第三次産業とその他の産業の違いは，時期を問
わず明瞭で，第三次産業の方が平均は小さく，バラッキを標準偏差で見る
と，第三次産業の方が大きい。これは，非常に常識的な意味で，
果であろう。
自然な結
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表直ー3 感応度係数と影響力係数の産業間比較（日本， 1951-85)
(1) 感応度係数 I (2) 影響力係数
平 均 I 標準偏差 I 平 均 I 標準偏差
年 第産三業次 その他 麿誓 その他 誓惰 その他 誓屯 その他
1951 0.913 1.038 0.782 0.801 0.851 1.065 0.271 0.344 
1955 0. 911 1.039 0.648 0.694 0.871 1. 057 0.329 0.195 
1960 0.900 1. 044 0.445 0. 719 0.856 1.063 0.298 0.211 
1965 0.969 1. 014 0.477 0.590 0.859 1.061 0.223 0.210 
1970 0.986 1.006 0.532 0.579 0.882 ・1.052 0.225 0.197 
1975 1. 002 0.999 0.528 0.526 0.887 1. 049 0.267 0.180 
1980 1. 010 0.996 0.558 0.561 0.888 1.049 0.250 0.182 
1985 1. 046 0.980 0.524 0.467 0.876 1. 054 0.237 0.172 
表Il-4 中間需要率と中間投入率の産業間比較（日本， 1951-85)
(1) 中間需要率 (2) 中間投入率
平 均 I 標準偏差 平 均 I 標準偏差
年 慶嗜 その他 産第三業次 その他 羹嗜 その他 第産三業次 その他
1951 0.399 0.540 0.361 0.384 0.365 0.525 0.282 0.273 
1955 0.442 0.624 0.428 0.384 0.401 0.598 0.295 0.154 
1960 0.486 0.697 0.389 0.457 0.403 0.603 0.282 0.164 
1965 0.507 0.734 0.391 0.616 0.400 0.583 0.230 0.156 
1970 0.497 0.900 0.396 1. 399 0.412 0.582 0.229 0.144 
1975 0.488 1. 682 0.370 5. 778 0.410 0.592 0.252 0.128 
1980 0.491 1. 945 0.363 7.184 0.439 0.619 0.245 0.117 
1985 0.506 1. 581 0.373 5.111 0.409 0.604 0.219 0.109 
(2) 感応度係数については，時経的変化が明瞭である。第三次産業の平均は
上昇傾向（その他の産業の平均は下降傾向）で，前者の方が大きくなる。バラ
ツキは，一般化は難しいが，第三次産業のほうがその他の産業より小さい
年の方が多い。この意味で，そうではない1975,85年は，例外。
これを， 中間需要率， 中間投入率についての結果と比べよう。（表Il-4を参
照。）
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(3) 中間投入率と影魯力係数については，どちらの係数も，第三次産業の方
が平均は小さく，バラッキは大きいという意味で，よく照応しているし，
自然である。
(4) 中間需要率と感応度係数について。第三次産業以外の産業の中間需要率
の平均，及び標準偏差の上昇傾向が印象的で，それらの産業の感応度係数
の平均の低下傾向と対照的である。その結果， 1975年以降，第三次産業の
感応度係数の平均が，その他の産業の感応度係数の平均を上回るが，意外
である。
全体としては， 当初の問題（サービス経済化）との関述で， 第三次産業の中間
需要率及び感応度係数の平均の上昇傾向と，その結果，後者は，その他の産業
の感応度係数の平均を上回ることに注目したい。
2. 国際比較 (1985)
では他の国と比較しよう。中間需要率と感応度係数，中間投入率と影響力係
数の相関関係は，表II-5, 6のとおりである。各国共通に，中間需要率と感
応度係数の相関関係は，中間投入率と影響力係数の相関関係に比し，非常に弱
い。前者について，輸入の扱いの問題を考慮して，逆行列が ([-Ad戸クイプ
の場合を見ると， 相関関係は弱いが， さすがに負ではなくなる。後者につい
て，どの国についても相関関係は．非常に強い。この点で．イギリス（ヒ°アソン）
表直ー 5 中間需要率と感応度係数の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=43(46)
B=(l-A(l-M'))一1 B=(lーが）一1
日本 外国 日本 外国
日英表 -0.13740 0.14209 0.18951 0.34303 
0.3796 0.3634 0.2236 0.0243 
日仏表 -0.14551 0.04927 0.16293 0.25933 
0.3519 0.7537 0.2965 0.0931 
日独表 -0.15670 -0.07700 0.17925 0.22300 
0.3156 0.6236 0.2501 0.1506 
日米表 -0.15820 0.19912 0.31212 0.30810 
0.2937 0.2106 0.0347 0.0372 
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表ll-6 中間投入率と影響力係数の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=43(46)
B=(l-A(l-Mり）一1 B=(l-Aが
日本 外国 日本 外国
日英表 0.75689 0.43229 0.98818 0.97388 
0.0001 0.0038 0.0001 0.0001 
日仏表 0.73166 0.84228 0.99020 0.98745 
0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
日独表 0. 70393 0.72323 0.99247 0.99527 
0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
H米表 0.84782 0.95773 0.98924 0.97457 
0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
は例外。 日本についての結果 (1951:-85)は， ほぼ他国と照応していると見るこ
とができよう。
第三次産業とその他の産業の中間需要率，及び中間投入率の平均，及び標準
偏差を比較しよう。（表Il-7を参照。）表I―7のように，各国共通に，
(1) 中間需要率は，第三次産業においてより低く（平均）．バラッキはより大
きい（標準偏差）。
(2) 中間投入率も，第三次産業においてより低く，バラッキはより大きい。
表直ー1 中間需要率，中間投入率の産業間比較
I (1) 中間需要率 (2) 中間投入率
国 日 本 外 国 日 本 ．外 国
部 門 璽嗜その他 喜誓その他 羹誓その他 産第三業次 その他
日英表平均 0.500 2.990 0.353 0.643 0.380 0.577 0.381 0.580 
標準偏差 0.281 12.599 0.303 0.499 0.172 0.118 0.253 0.141 
日仏表平均 0.509 3.052 0.424 0.707 0.407 0.569 0.335 0.569 
標準偏差 0.276 12.585 0.278 0.645 0.174 0.115 0.152 0.126 
日独表平均 0.509 3.296 0.463 0.896 0.393 0.562 0.361 0.563 
標準偏差 0.280 12.668 0.239 1. 368 0.160 0.1i2 0.190 0.133 
日米表平均 0.453 2.923 0.384 0.652 0.349 0.583 0.348 0.563 
標準偏差 0.326 12.401 0.309 0.409 0.169 0.116 0.163 0.120 
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表ll-8 感応度係数と影響力係数の産業間比較
(1) 影響力係数 (2) 感応度係数
国 日 本 外 国 日 本 外 国
部 門 産第三業次 その他 第産三業次 その他 第産三業次 その他 産第三業次 その他
日英表平均 0.880 1.041 0.901 1. 034 1.284 0.902 1. 233 0.920 
標準偏差 0.147 0.146 0.216 0.120 0.757 0.341 0.721 0.279 
日仏表平均 0.906 1. 032 0.893 1.037 1. 292 0.900 1. 249 0.914 
標準偏差 0.143 0.139 0.128 0.117 0. 711 0.327 0.845 0.270 
日独表平均 0.905 1.033 0.903 1.033 1. 268 0.908 1. 285 0.902 
標準偏差 0.138 0.128 0.154 0.120 0. 719 0.325 0.835 0.239 
日米表平均 0.859 1.056 0.854 1.057 1.194 0.924 1.198 0.925 
標準偏差 0.163 0.147 0.155 0.129 0.542 0.345 0.647 0.322 
では，感応度係数と影響力係数についてはどうか？まとめると，表Il-8
のとおりである。表Il-8より，各国共通のパターンは明瞭である。すな
わち，
(3) 感応度係数については，第三次産業のほうがその他の産業より大きい。
影響力係数については，反対。
(4) 感応度係数，影響力係数のバラッキは，どちらについても第三次産業の
ほうが，その他の産業より大きい。
いずれの点も，日本についての結果 (1951-85)と照応している。
中間需要率，中間投入率，感応度係数，及び影響力係数に関する各国間の相
関係数をまとめると，表Il-9のとおりで，強い正の相関があり，各国共通の
パターンがあることが明らかである。まとめると， ． 
(1) 中間需要率，中間投入率とも各国に共通のパターンがあると見ることが
できるが，中間需要率の場合，イギリス，アメリカについては，条件が付
く。（スピアマン，あるいは逆行列のタイプ=(/-Aりー1の場合。）
(2) 感応度係数，影響力係数とも各国に共通のパクーンがあると見ることが
できるが，感応度係数の相関が，影響力係数の相関より強いことも共通し
ている。
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表ll-9 中間需要率，中間投入率，感応度係数，影響力係数の各国間の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=43(46)
Iビアソン 中間需要率
中間投入率感応度係数影響力係数
スピアマン Bー (I-Aりー1
日英表 0.08181 0. 78778 0.76730 0.64674 0.86412 0.49845 
0.6020 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0007 
日仏表 0.73069 0.80988 0.81842 0.75498 0.91261 0.64002 
0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
日独表 0.96441 0.82317 0. 74702 0.66630 0.92767 0.62676 
0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
日米表 0.27320 0.93051 0.91751 0.84022 0.81770 0.75949 
0.0662 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
m. 第三次産業の内部波及率
1. 内部波及率の定義
まず，いくつかの用語の定義から。生産額を XC列ベクトル）， レオンチェフ
の逆行列を B,最終需要を F~Jベクトル）とすると，
X=BF 
であるが，部門を第三次産業とその他（第一，及び第二次産業）に大別して，
叫些IB=互_1 j竺.:jF=~: 
Xs , B21 i B22 , Fs I 
と書くと，
I 門=\尻 ~!-~11応
XS B21 i B22 F S I 
と書き換えることができる。ここで， Bu,B12を，それぞれ第一，及び第二次
産業の自部門乗数，他部門乗数と呼ぶ。 BmB21は，それぞれ第三次産業の自
部門乗数，他部門乗数である。すると，ある部門，たとえば第三次産業の誘発
生産 (Xs)は自部門乗数による部分 (B21Fp)と他部門乗数による部分 (B22Fs) 
に分割できる。 (Xs=B21Fp+B22 Fs)その他の産業（第一，及び第二次産業）の場
合も，同様である。 (Xp=B11Fp+B12 Fs) 
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さらに，宮沢健一氏が開発された方法により，自部門乗数を内部乗数と外塾
堡塾に分解することができる5)。たとえば，第三次産業の内部乗数は，他部門（第
ー，及び第二次産業）との投入・産出関係がない場合（投入係数行列A=l}―{;I)
の自部門乗数であり，外部乗数は残余である。もちろん，第一，及び第二次産
業についても，同様である。ここまでが準備である。
さて，内部乗数と外部乗数の相対的大きさを産業間で比較したい。ところ
が，内部乗数と外部乗数は行列である。そこで，列和（あるいは行和）に注目し，
内部乗数の列和／（内部乗数の列和＋外部乗数の列和）を内部波及率（列和）と定
義する。内部波及率（行和）も，同様に定義しよう 6)。
2. 内部波及率（列和と行和）一日本の場合 (1951-85)
では，実際に日本の内部波及率（列和と行和）を見よう。第三次産業の内部波
及率頃和と行和）の平均を， その他の産業（第一次，及び第二次産業）と比較す
る。（表皿ー1を参照。）一般化は困難であるが， 変動が落ち着いた1965-70年以
表lll-1 内部波及率の産業間比較（日本， 1951-85)
(1) 列 和 (2) 行 和
平 均 I 標準偏差 平 均 標準偏差
年 第産三業次 その他 産第三業次 その他 産第三業次 その他 産第三業次 その他
1951 94.9 93.8 3.3 3.4 96.0 94.8 5.2 5.4 
1955 93.2 92.5 6.6 2.0 94.2 93.8 7.7 6.3 
1960 93.7 91. 5 4.8 2.4 94.2 92.7 5.4 5.5 
1965 95.0 95.0 2.9 1. 2 95.5 95.5 4.0 3.5 
1970 94.8 96.1 3. 0 1. 3 95.6 95.7 4.2 3.9 
1975 94.6 95.1 4. 1 1. 6 95.2 95.7 4.4 4.0 
1980 94.4 94.9 3.8 1.4 95.1 95.6 4.2 3.7 
1985 94.4 95.3 4.4 1. 7 95.0 95.8 4.4 3.9 
5)末尾の〔数学注〕を参照。
6)これに対し，長澤〔6〕の内部波及率は，内部乗数と外部乗数の要素毎の比を要素と
する行列の，行に関する平均（＝行和／部門数）である。もちろん，本稿の内部波及
率（行和）とは，一般的には異なる。
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降，第三次産業の内部波及率が，比較的明瞭に傾向的に低下していることに注
目したい。この経済的意味は，第三次産業の内部波及の中，他部門（第一次産業と
第二次産業）との産出•投入関係を経由する部分が相対的に増加しているとい
うことである。その結果，第三次産業の内部波及率が他の産業のそれに比しよ
り大きかったが (1951,5, 60年），より小さくなっている。バラッキについて
は，第三次産業の方がより大きい。
では，第三次産業の内部波及率を，細かい部門分割の場合について見よう。
（表m-2を参照。）時経的変化については， 産業連関表の接続性と煩雑さを考慮
して 1951-60年， 1965-75年， 1975-85年の変化だけを見る”。
まず，内部波及率（行和）に注目しよう。近時， その水準が非常に高い部門
は， 40医療・保健・社会保障， 44対個人サービス， 38公務，非常に低いの
は， 33商業， 34金融・保険， 36運輸である。内部波及率（行和）は，確かに
内部波及率（列和）と対応していない。むしろ反対で， 40医療・保健・社会保
障， 44 対個人サービスの内部波及率 ~J和）は非常に低く， 33 商業， 34 金融
・保険の内部波及率（列和）は非常に高い。
1975-85年では， 内部波及率（行和）の低下傾向が激しい部門は， 36運輸，
39教育・研究， 41民間非営利団体， 42対事務所サービスである。反対に，
上昇傾向が著しいのは， 34金融・保険， 46分類不明である。
内部波及率 ~J和）の水準が，近時，非常に高い部門は， 34 金融・保険， 37
通信・放送， 33商業， 35不動産，非常に低いのは， 45事務用品， 43機械修
理， 40医療・保健・社会保障である。
1975-85年で内部波及率（列和）の低下が大きい部門は， 38公務， 39教育・
研究， 45事務用品である。
長澤〔6〕の結果と比べておこう。ただし，異同とその原因を逐一追求する
意味はないだろう。第一，分析の条件の違いが大きい。主なものだけでも，
7) 「但し，昭和35年表と概念調整がなされている昭和26年・30年の修正表，昭和40-45-
50年の接続産業連関表及び昭和50-55-60年の接続産業連関表を使用しているので，
昭和26-35年，昭和40-50年及び昭和50-60年のそれぞれの期間については整合的であ
る。」 ((1)p. 3)。
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1. 利用する産業連関表，特に，固定価格か，各年価格か。
2. 内部波及率の定義。
したがって，結果が違うなら，その程度の結果であるということであり，同
じ結果が得られるなら， それ程強い特徴であるということである。主な異同
は，次の 4点にまとめられる。
(1) 全体として第三次産業の内部波及率の方が低いのは，同じ結果である。
しかし，
(2) 全体として上昇傾向を示す（長澤〔6〕の結果）のとは，異なる結果であ
る。
(3) 対個人サービス関係の諸部門の内部波及率が非常に高い（長澤〔6〕の結
果）のは，本稿の対個人サービスの内部波及率（行和）が高いことと照応し
ている。しかし，不動産の内部波及率が非常に高い（長澤〔6〕の結果）の
は，異なる結果である。
(4) 研究・教育部門が著しい低下傾向を示す（長澤〔6〕の結果）のは，本稿
においても39教育・研究が低下傾向の印象的な部門の一つであることと
照応している。
内部乗数と外部乗数を最終需要で加重した場合の内部波及率（行和）は，加
重しない場合に比しどう違うだろうか？ 最終需要で加重した場合としない場
合の相関は強い。（表m-s,4参照。）また，第三次産業の平均は， 1965-70年以
降低下し，その結果，近時その他の産業の平均より小さいが，この点は最終需
要で加重しない場合と同じである。（表m-s参照。標準偏差につていは，最終需要
で加重しない場合と異なる。）
第三次産業を細かく見よう。（表fil-6を参照。）最終需要で加重した場合の内
部波及率（行和）が非常に高い部門は， 35不動産， 38公務， 39教育・研究，
40医療・保健・社会保障， 44対個人サービスで，加重しない場合の部門を一
部含んでいる。反対に， 非常に低い部門は， 42対個人サービス， 43機械修
理， 45事務用品， 46分類不明で，加重しない場合との重複はない。
変化率について。低下が激しいのは， 34金融・保険， 39教育・研究， 46分
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類不明で，前二者は，最終需要で加重しない場合と同じであるが，残りは反’
対。上昇が激しいのは， 37通信・放送， 42対事務所サービス， 45事務用品
で，最終需要で加重しない場合との重複はない。
表直ー3 内部波及率（行和）と内部波及率（行和，最終需要で加重）の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=46
1951 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 
0.29497 0.55357 0.69147 0.58804 0.67701 0.54517 0.59210 0.63829 
0.0612 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
41 
表直ー4 内部波及率（行和）と内部波及率（行和，最終需要で加重）の階差，
変化率の相関関係
相関係数／有意確率／標本数
1951-60 1965-75 1975-85 
階差 0.64266 0.54937 0.47922 
0.0001 0.0001 0.0008 
41 46 46 
変化率 0.61638 0.50563 0.47694 
0.0001 0.0003 0.0008 
41 46 46 
表Jll-5 内部波及率（行和，最終需要で加重）の産業間比較
年
I 平均 I 標準偏差
第三次産業その他 第三次産業その他
1951 94.4 92.9 5.8 3.9 
1955 93.2 92.0 1. 3 6.2 
1960 91. 8 89.4 8.6 9.8 
1965 93.0 93.0 6.7 6.7 
1970 92.4 93.0 7.6 9.0 
1975 93.0 93.6 6.5 6.9 
1980 92.6 93.3 6.7 7.3 
1985 92.9 93.5 6.3 8.8 
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3. 内部波及率一国際比較 (1985)
内部波及率を他の国と比較しよう。各種の内部波及率の国間の相関関係は，
特に内部波及率（行和）において強い。ただし，日英表の最終需要で加重した
場合は例外。（表Ill-7を参照。）
内部波及率の平均を第三次産業とその他の産業で比較すると，産業間の違い
よりも，いずれの産業にせよ，日本では内部波及率が他の国に比し低いことが
特徴である。（表Ilー 8を参照。）
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(1) 列和
表直ー1 内部波及率の各国間の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=43(46)
内部波及率 行和（最終
行和 列和需要で加重）
日英表 9.80293 0.31382 0.28142 
0.0001 0.0404 0.0675 
日仏表 0.81507 0.52996 0.75233 
0.0001 0.0003 0.0001 
日独表 0.91866 0.34682 0.74740 
0.0001 0.0227 0.0001 
42 
日米表 0.82576 0.46389 0.90761 
0.0001 0.0012 0.0001 
表直ー8 内部波及率の産業間比較
日 本 外 国
第三次産業その他 第三次産業その他
日英表 平均 95.5 95.5 96.5 96.5 
標準偏差 2.7 1.1 2.4 0.9 
日仏表 平均 95.3 95.5 97.5 98.0 
標準偏差 2.5 0.9 1. 2 0. 6 
日独表 平均 95.6 95.9 96.9 97.0 
標準偏差 2.4 0.8 2.2 0.8 
日米表 平均 94. 7 94.4 95.5 95.3 
標準偏差 3.6 1. 6 2.5 2.0 
サービス業の内部波及率（佐藤） 783 
(2) 行和
日本 1 外国
第三次産業その他 第三次産業その他
日英表 平均 96.0 96.0 97.0 96.8 
標準偏差 3.4 3.6 3.2 3.4 
日仏表 平均 95.8 96.1 98.0 98.2 
標準偏差 3.5 3.6 2.2 2.6 
日独表 平均 96.1 96.4 97.3 97.2 
標準偏差 3.4 3.5 2.7 3.1 
日米表 平均 95.1 95.0 95.9 95.8 
標準偏差 3.9 4.0 3.8 4.6 
(3) 行和（最終需要で加重）
日 本 外 国
第三次産業その他 第三次産業その他
日英表 ・平均 93.7 94.4 97.4 96.5 
標準偏差 6.2 4.3 5.9 3.0 
日仏表 平均 92.9 94.1 96.0 97.4 
標準偏差 6.5 4.7 3.4 2.9 
日独表 平均 93.0 94.5 94.6 95.6 
標準偏差 6.4 4.6 4.5 5.7 
日米表 平均 94.0 93.0 95.3 94.8 
標準偏差 6.0 7.0 4.9 6.5 
表直ー9 内部波及率（行和）と内部波及率（行和，最終需要で加重）の相関関係
相関係数／有意確率／標本数=43(46)
日本 外国
日英表 0.34809 0.63848 
0.0222 0.0001 
日仏表 0.34785 0.54775 
0.0223 0.0001 
日独表 0.38652 0.63514 
0.0105 0.0001 
43 42 
日米表 1 0.55878 0.74945 
0.0001 0.0001 
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サービス業の内部波及率（佐藤） 7認
内部波及率（行和）を最終需要で加重した場合としない場合の相関は， 日本
は他の国に比し，低い。（表1I―9を参照。）
第三次産業について， 細かく見よう。第三次産業の各種内部波及率につい
て，各国間の大小関係だけに注目してまとめると，表Ill-10のとおりである。
表Ill-10より，全体として日本の内部波及率は，他国に比し低いことが明らか
である。（符号が正の部門数に注目。）この点で，内部波及率 ~j和）に関する日英
表，及び日米表は例外である。
全体として低いという傾向に反している部門に注目すると， 印象的な部門
は，列和の格差における， 37水運（日欧表）， 37運輸（日米表），行和（最終需要
で加重）の格差における， 36鉄道（日欧表）， 37連輸（日米表）ぐらいである。し
たがって，全体の傾向に反している部門としては，日本の運輸関係部門におけ
る内部波及率の高さということになろう。
w. 他部門需要率
前章で説明したように，全産業を第三次産業とその他の産業頃~.o..., 及び第二
次産業）に大別し， 各部門の国内生産を， 各部門への最終需要による誘発生産
に分割することができる。他部門への最終需要による誘発生産の割合を，他部
門需要率と呼ぼう。（自部門への最終需要による誘発生産の割合を， 自部門需要率と呼
べば，他部門需要率=1-自部門需要率）本章では，日本の第三次産業の他部門需要
率の変化，及びその他国との違いを見よう 8)0
1. 日本の場合 (1951-85)
日本の第三次産業の他部門需要率 (1951-85)は，表N-1のとおりである。
また，第三次産業全体，及びその他の産業全体については，図N-1より一般
的な印象を得ることができる9)。図N-1あるいは表N-1から明らかなよう
8)第三次産業の他部門需要率を，その他の産業と比較するのは，（第三次産業とその他
の産業で）部門数が異なるから意味がない。
9)自部門需要に占める内部乗数による自部門需要の割合は，皿章での内部波及率（最終
需要で加重）である。
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に， 1965年以降，第三次産業全体としては，他部門需要率，つまり第一，及び第
二次産業の最終需要に依存している程度は明白に低下している。これに対し，
その他の産業全体の他部門需要率（第三次産業の最終需要に依存している程度）は上
昇している。
第三次産業について，詳しく見よう。他部門需要率が非常に高い第三次産業
は， 42対事務所サービス， 43機械修理， 45事務用品， 46分類不明である。
反対に，非常に低い第三次産業は， 38公務， 39教育・研究， 40医療・保健
・社会保障， 44対個人サービスである。時経的変化について。 1965年以降多
くの部門で，他部門需要率が低下しているが，低下が継続的で著しいのは， 37
通信・放送， 42対事務所サービス， 45事務用品である。全体の傾向に逆らっ
て上昇が著しいのは， 39教育・研究で，印象的である。
長澤〔6〕との異同を見よう。
(1) 本稿での，第三次産業の他部門需要率の低下傾向は，明白であるが，長
澤〔6〕と共通である。
(2) 42対事務所サービスはもちろん， 34金融・保険， 37通信・放送は，
他部門需要率が比較的高く，この点も共通。 (36運輸は，本稿では高いが，長
澤〔6〕では，それ程でもない。）
(3) 39教育・研究は，部門統合の結果，弱まっていると想像できるが，全体
の傾向に逆らって他部門需要率の上昇が激しく，長澤〔6〕での「研究」
部門の他部門需要率の著しい上昇動向と照応している。
2. 国際比較 (1985)
日本の第三次産業の他部門需要率は，他国に比し高いかどうか？図IV-2,
及び表IV-2より，第三次産業全体，及び特定符号の部門数を考慮して，高い
と言えよう。（その他の産業についても日本の方が高いと言えようが，格差は小さい。
また，この点ではアメリカは例外。）
では，より細かい部門分割の場合，部門により，特定のパクーンはあるだろ
うか？ 多くの部門で，共通のパターンが見られる。（表N-2を参照。）日欧間
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第三次産業
で，日本の方がどの国よりも他部門需要率が低い部門は， 36鉄道， 42その他
のサービスである。反対に，日本の方がどの国よりも他部門需要率が高い部門
は， 33商業， 37水運， 38その他輸送・同付帯サービス， 39郵便・通信， 41
旅館・飲食店である。 日米間では， 40教育・研究を除く， すべての部門で，
日本の方が他部門需要率が高い。
V. 決定要因の寄与分解
第皿章で見たように，各部門（例えば，第三次産業）の誘発生産額は， (1)内部
乗数， (2)外部乗数， (3)他部門乗数， (4)自部門（第三次産業）への最終需要，
¥5)他部門（第一，及び第二次産業）への最終需要，により決まるから，誘発生産
額の違いは，これらの決定要因の違いで説明できる。このうち，ある決定要因
のみの違いによると解釈できる部分（ある決定要因の寄与），及びその他に分解
72 
サービス業の内部波及率（佐藤）
し，それらの割合を見よう 10)。
1. 日本の場合 (1951-85)
791 
まず，日本の時経的変化について。第三次産業全体と，その他の産業全体を
比較した場合の結果は，図V-1のとおりである11)。どちらの部門も，最終需
要の寄与，特に自部門への最終需要の寄与が圧倒的であることが明らかであ
る。第三次産業については，自部門への最終需要の寄与の割合が増加，他部門
への最終需要の寄与の割合が低下しているようである。この点を含め，図では
よく見えない他の決定要因の符号，割合の変化，及び第三次産業の各部門につ
いては，表V-1を見よう。
第一・・及び
第~-.次産業
期JUJ,
1951-55 I 
55-60! 
so-es! 
I 
65-70: 
I 
70-75i 
75-80 
80-85・ 
1951-55 
55 -60 i 
図V-1 決定要因の寄与分解（日本， 1951-85)
□ Lliis 
10)末尾の〔数学注〕を参照。
11)第三次産業あるいは第一，及び第二次産業全体についての各変数の値は， 46(あるい
は43)部門で計算された当該変数の値の各部門に関する和である。他部門需要率につ
いても同様。
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(1) 内部乗数の寄与
第三次産業全体について，内部乗数の寄与の符号は一定しないが，誘発生
産の増加に対する寄与の程度は低下している。（負の寄与は絶対値が大きいほ
ど，その寄与の程度は小さいと定義。以下，同様。）いずれにせよ，影響は僅かであ
る。
部門別に見ると，寄与の符号が一定している部門がある。 1965年以降，寄与
の符号が常に正の部門は， 35不動産， 40医療・保健・社会保障， 41民間非
営利団体， 42対事務所サービスである。 42対事務所サービスの場合，寄与の
水準が非常に高く，増加も大きい。
(2) 外部乗数の寄与
第三次産業全体について，外部乗数の寄与は， 内部乗数の場合と同様，符
号も一定せず， 寄与の程度も低下している。いずれにせよ，影響は僅かであ
る。
部門別に見て， 1965年以降， 寄与の符号が常に正の部門は， 35不動産， 39
教育・研究， 41民間非営利団体， 42対事務所サービスである。
(3) 他部門乗数の寄与
第三次産業全体について，他部門（第一，及び第二次産業）乗数の寄与は， 正
(1965-70は，例外。）で，寄与の程度は上昇している。
部門別に見て， 1965年以降， 寄与の符号が常に正の部門は， 35不動産， 39
教育・研究， 40医療・保健・社会保障， 41民間非営利団体， 42対事務所サ
ービスである。反対に，負の年が多いのが， 37通信・放送で，低下も大きい。
(4) 自部門に対する最終需要の寄与
第三次産業全体について，自部門頃匡次産業）に対する最終需要の寄与は，
支配的で，寄与の程度も上昇している。
部門別に見て，第三次産業に対する最終需要の寄与が非常に高い部門は， 35
不動産， 38公務， 39教育・研究， 40医療・保健・社会保障， 44対個人サー
ビスで， 39教育・研究では，寄与の程度は低下が著しい。反対に， 第三次産
業に対する最終需要の寄与が非常に低い部門は， 42対事務所サービス， 43機
80 
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械修理で，程度は上昇している。
他に， 33商業， 37通信・放送では， 寄与の程度が著しく上昇， 34金融・
保険では，著しく低下している。
(5) 他部門に対する最終需要の寄与
第三次産業全体について， 他部門（第一，及び第二次産業）に対する最終需要
の寄与は，自部門（第三次産業）に対する最終需要の寄与程度ではないが，大き
く，寄与の程度は低下している。
部門別に見て， 他部門に対する最終需要の寄与が比較的高い部門は， 33商
業， 34金融・保険， 36運輸， 37通信・放送， 42対事務所サービス， 43機
械修理で，このうち， 34金融・保険では， 寄与の低下が著しい。 この要因の
寄与が低下している部門， 期間が多い中で， 反対に上昇しているのが， 41民
間非営利団体である。
長澤〔6〕の結果と，一応，照応させてみよう。
(1) 自部門に対する最終需要の寄与が支配的であるのは，当然とはいえ，共
通である。
(2) 他部門に対する最終需要の寄与が比較的大きい部門は，共通である。
（ただし，長澤 (6〕には，「43機械修理」部門はない。）
(3) 42対事務所サービスについて， 内部乗数の寄与が大きい点は， 共通で
ある。直つ，時経的には，継続して急増加していることに注目したい。）
(4) 長澤〔6〕では，「研究」部門において， 他部門乗数の寄与が異常に大
きいが (40彩以上）， 本稿では，「教育」部門と統合されており， それ程目
立たない。
2. 国際比較 (1985)
時経的変化の場合と同様に，誘発生産（特に，第三次産業）の国際的違いを，
5つの要因の違いの寄与，その他に分解してみよう。（表V-2を参照。）第三次
産業全体と，その他の産業全体を比較した場合の結果については，図V-2よ
り印象を得ることができる。
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図V-2 決定要因の寄与分解（国際比較， 1985)
第．―.,_次産業
国
イギリスー日本
アメリカ-Fl本
イギリスー El本
フランス一日本
ドイツー 日本
表V-2 誘発生産額の違いに対する決定要因の寄与（彩，国際比較， 1985)
(1) 内部乗数の寄与
部 門（日欧表） I 誓 誓 閉 誓I部門（日米表）
33商 業 3.0 5.2 3.6 33 
34金 融 -23.3 -15.3 -9.1 -1.0 34商 業
35保 険 -2.8 -5.5 -27.8 -6.2 35金融・保険
36鉄 道 13.1 7.6 15.4 1. 3 36不 動 産
37水 運 1. 8 9.8 6.9 -2.8 37運 輸
38その他輸送・同付帯サービス -14.0 -17.3 -4.7 4.0 38通信・放送
39郵 便・通 信 -62.3 -14,7 -6.6 -0.0 39政府活動
40公務・公共サービス 4.0 1. 6 -94. 2 4.6 40教育・研究
41旅 館・飲 食 店 12. 0 8.8 4. 7 -4.0 41非営利団体
42その他のサービス 4.5 6.5 -2.6 -0.2 42医療・保健
43分 類 不 明 8.6 18. 7 17. 5 5.8 43対事業所サービス
44 -0.2 44対個人サービス
45 0.3 45修 理
46 0.4 46分類不 明
第 次 産 :I 1. 2 2.5 -9.2 0.5 I 第三次産業そ の 4.0 8.7 10.6 そ の 他0.4 
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(2) 外部乗数の寄与
部 門（日欧表） I 閏 誓 闊虫 誓I部門（日米表）
33商 業 1. 5 3.2 1. 3 33 
34金 融 -7.3 5.9 1. 6 0.1 34商 業
35保 険 -0.1 1. 3 -0.1 -2.3 35金融・保険
36鉄 道 0.8 2.1 -0.7 0.4 36不 動 産
37水 運 1. 7 1.8 3.0 -0.3 37運 輸
38その他輸送・同付帯サービス 1. 6 2.5 1. 6 0.6 38通信・放送
39郵 便・通 信 -3.8 0.7 -1.0 -0.0 39政府活動
40公務・公共サービス 0.8 0.8 -2.2 0.5 40教育・研究
41旅 館・飲 食 店 3.5 4.6 3.0 -1. 6 41非営利団体
42その他のサービス 1.1 1. 6 -0.4 -0.0 42医療・保健
43分 類 不 明 3.3 8.1 8.0 0.6 43対事業所サービス
44 -0.8 44対個人サービス
45 -1.5 45修 理
46 -2.2 46分類不 明
第 次 産 :1 1.0 2.6 0.9 -0.l 第三次産業そ の 1. 4 3.2 1. 9 -0.6 そ． の 他
(3) 他部門乗数の寄与
部 門（日欧表） I 賢 誓 閉 誓I部門（日米表）
33商 業 10.5 14.8 9.4 33 
34金 融 -68.6 -3.2 2.6 2.6 34商 業
35保 険 -7.1 -6.0 -6.2 -16.9 35金融・保険
36鉄 道 7.7 5.6 1. 4 1.8 36不 動 産
37水 運 17.9 6.6 17.2 -6.3 37運 輸
38その他輸送・同付帯サービス 15.6 7.9 17.6 4.3 38通信・放送
39郵 便・通 信 -32.4 -22.7 -12.5 -0.0 39政府活動
40公務・公共サービス 6.8 3.6 -13.5 5.2 40教育・研究
41旅 館・飲 食 店 27.5 26.7 17.5 -13.4 41非利営団体
42その他のサービス 5.2 -9.2 -7.9 -0.2 42医療・保健
43分 類 不 明 29.1 56.9 59.8 9.8 43対事業所サービス
44 -6.5 44対個人サービス
45 -14.2 45修 理
46 -26.7 46分類不 明
第 次 産 :1 6.0 5.5 4.5 -0.2 I 第三次産業そ の 0. 7 7.9 2.2 そ の 他-0.3 
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(4) 自部門に対する最終需要の寄与
部 門（日欧表） I 賢 誓 闊虫 誓I部門（日米表）
33商 業 69.9 68.2 73.2 33 
34金 融 57.3 48.7 50.1 84.8 34商 業
35保 険 85.6 90.6 100.4 134.5 35金融・保険
36鉄 道 75.2 76.7 79.1 84.7 36不 動 産
37水 運 80.7 88.1 77.4 88.0 37運 輸
38その他輸送・同付帯サービス 56.3 59.7 56.1 67.1 38通信・放送
39郵 便・・通 信 90.3 78.9 78.6 100.0 39政府活動
40公務・ 公共サービス 91. 9 93.2 159.6 67.8 40教育・研究
41旅 館・飲 食 店 67.0 65.1 72.2 130.5 41非営利団体
42その他のサービス 73. 7 73.5 80.8 100.5 42医療・保健
43分 類 不 明 41. 6 28.9 28.1 47.1 43対事業所サービス
44 100. 9 44対個人サービス
45 102.1 45修 理
46 90.8 46分類不 明
第 次 産
他業
72.4 71. 9 80.5 87.2 第三次産業
そ の 87.5 81. 8 80.9 78.8 そ の 他
(5) 他部門に対する最終需要の寄与
部 門（日欧表） I 賢 誓 閉 誓I部門（日米表）
33商 業 25. 7 23.3 21. 5 33 
34金 融 72.1 56.6 51. 3 13.8 34商 業
35保 険 16.7 1. 9 14. 2 -29. 7 35金融・保険
36鉄 道 17.8 18.3 14.8 3.7 36不 動 産
37水 運 15.4 6.4 9.4 34.3 37運 輸
38その他輸送・同付帯サービス 46.2 43.2 38.7 8.3 38通信・放送
39郵 便・通 信 37.6 34.0 32.1 0. 0 39政府活動
40公務・公共サービス 4.8 5.4 2.2・3.1 40教育・研究
41旅 館・飲 食 店 20.0 20.5 16.4 15.7 41非営利団体
42その他のサービス 22.5 25.0 23. 7 0.3 42医療・保健
43分 類 不 明 45.8 41. 5 31. 6 14.4 43対事業所サービス
44 16.3 44対個人サービス
45 28.8 45修 理
46 74.,8 46分類不 明
第 次 産
業他
25.2 23.8 22.6 1. 8 第三次産業
そ の 1. 4 1. 9 13. 2 23.3 そ の 他
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〔数学注〕
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全産業を第一，及び第二次産業とその他（第三次産業）に二分すると，生産額，中間投
入係数，最終需要の関係を，次のように書くことができる。
Xp P iP1 Xp Fp 
(1) I 贔=Is~「s-lx』IFJ
ここで,Xp, Xsは，生産額， Fp,Fsは，最終需要で添字 pは．第一，及び第二次産
業， sは，第三次産業を表す。これに対応して，中間投入係数行列が,P, Pi, S1, Sに
四分割されている。 Xp, Fpを(lxl), Xs, Fsを (mxl)のベクトルとすると， p
は (lxl), Piは (lxm), S1 (mxl), Sは (mxm)の行列である。したがって， (1)
は．
(2) 
Xp=PXp+Pぷs+FP
Xs=S必 +SXs+Fs
と，展開できる。 (2)を， Xp,Xsについて整理すると，
Xp=(J-P)-1P1忍+(J-P)一'Fp
(3) 
Xs=(J-S)→S必 +(J-S)→Fs 
を得る。ここで， B=(J-P)-1,T=(J-S)一1と書換え， Xpあるいは， Xsを代入する。
たとえば， (3)において， Xpを代入する（消去する）と，
Xs=TS1(BPぷs+BFp)+TFs
を， したがって，整理して
(4) Xs=(J-TS1BPi)一1TS,BFp+(l-TS,BPi)TFs 
を得る。ここで，
B1=S1B, B2=BP1, T1=P1T, T2=TS1, K=CI-T2B2)一1,M=KT 
と書換えると， (4)は
(5) Xs=MB必 +M応
となる。 (5)を(3)に代入すると，
(6) Xp=(B+B2MB1) Fp+B諏 s
を得る。 (5)と(6)をまとめて，結局，
Xp B+B2MB臼 M Fp 
(7) は¥=¥・-―＿ー―-五―--『五―IFJ
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を得る。 (7)により， Fpによる第一，及び第二次産業の生産額を BFpとB2MB1Fpに分
解することができる。
あるいは， (3)において， Xsを代入する（消去する）と，
Xp=BPi (TSぷP+TFs)+BFp
を， したがって，整理して
(8) Xp=(/-B2乃）一'B亨 's+(l-B迅）一1BFp
を得る。ここで， L=(/-B2乃）一1,N=LB, と書き換えると， (8)は
(9) Xp=NFp+NT1Fs 
となる。 (9)を(3)に代入すると，
UO) Xs=T2NFp+(T +T2NT誼 s
を得る。 (9)とUO)をまとめて，結局，
Xp Ni NT1 Fp 
Ul Iぷ卜1一云対―五―}函ー;1i~1 
を得る。 Ulにより， Fsによる第三次産業の生産額を TFsと巧 NT1Fsに分解するこ
とができる。
また，誘発生産額の違いに対する決定要因の寄与の定義は，次のとおりである。いま，第
三次産業に注目すると， Ul)より，
(12) Xs=T2NFp+(T+T2NT誼 s
である。比較する対象を上付き添え字 O, Tで区別する。 (0は基準の年， Tは比較対象
の年）第三次産業の誘発生産の違いに対する内部乗数，外部乗数，他部門乗数， 自部門へ
の最終需要，他部門への最終需要の寄与の割合 PCし 2,a, 4, sの定義は，それぞれ
PC1=((Tz° 炉恥o+(T互巧°炉か）Fs0)-XsO)/(XsT -Xs0) 
PC2=((T2° 炉恥0+(T0+Tl炉 T?)Fs0)-XsO)/(XsT-Xs0) 
(13) PCa=((T2T炉 Fpo+(To+巧°炉か）Fs0)-XsO)/(XsT -Xs0) 
PC4=((Tz° 炉Fpo+(To+巧°炉呼）が）ーXs0)/(XsT-Xs0) 
PCs=((T2° がFpT+(T0+Tz°炉 T1°)Fs0)-Xs0)/(XsT-Xs0) 
である。ここで，記号／は，ベクトルの要素毎の割算を表す。
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